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西村証券 企業調査情報                2026/01/29 

［金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第26号：加入協会…日本証券業協会］ 

中央倉庫（コード 9319） 
◆各決算期の中間期業績推移(連結) 

決算期 売上収益 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

23.3 12,841  1,176  50.6 12.0 1,989 ▲2,799 1 2,917 

24.3 13,438  1,003  42.9 13.0 632 ▲1,499 ▲511 3,543 

25.3 13,909  1,208  37.8 15.0 1,946 ▲1,475 ▲995 4,726 

26.3 14,136  1,126  52.8 16.0 878 ▲1,199 207 5,154 

◆通期業績推移(連結)（26.3 予は会社側発表値） 

決算期 売上収益 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

23.3 25,869  2,108  90.0 28.0 4,079 ▲3,233 350 4,922 

24.3 26,512  1,934  89.4 30.0 2,841 ▲1,345 ▲1,167 5,251 

25.3 27,840  2,189  84.5 36.0 4,122 ▲2,054 ▲2,051 5,268 

26.3予 28,500  2,250  97.9 38.0 － － － － 

 （CF＝ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ。現金及び現金同等物は各期末値。▲はマイナス。単位は百万円、円） 

人件費増などから中間期は増収減益、26/3期通期予想では増収増益に 

26 年 3 月期の中間期は、国際貨物事業の通

関業が好調に推移したことなどから、前年同期

に比べて売上収益は 2％増となった。利益面で

は、初任給の引き上げやベースアップによる人

件費の増加などにより、営業利益は 7％減とな

った。また、前年同期に計上した投資有価証券

評価損 1.4 億円などが当期は無かったことか

ら、親会社株主に帰属する中間純利益は 36％増

と大幅に伸長した。 

キャッシュ・フロー（以下、CF）において、

現金及び現金同等物の当中間期末残高は 52 億

円（前年同期末比 9％増）で、3 年前を底に増加

が続いている。営業活動 CF は税金等調整前中

間純利益 13 億円（前年同期比 13％増）、法人税

等の支払額 6 億円（74％増）などから 9 億円の

収入（55％減）となった。投資活動 CF は有形

固定資産の取得による支出 17 億円（17％増）、

定期預金の払戻による収入 6 億円（前年同期は

無し）などから 12 億円の支出（19％減）に。

財務活動 CF は長期借入れによる収入 11 億円

（前年同期は無し）、自己株式の取得による支

出2億円（24％減）、配当金の支払額4億円（20％

増）などから 2 億円の収入（前年同期は 10 億

円の支出）となった。 

今期の中間期は人件費増などから営業減益に 

 

CF で中間期末の現金及び同等物残高は増加 
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西村証券 企業調査速報 

本レポートは、会社側が発表した決算短信や決算説明資料などに基づき作成しており、証券投資の

参考となる情報の提供を目的としたもので、証券の売買を勧誘する目的で作成したものではありま

せん。株式の売買取引には、約定代金に対して手数料が必要となります。また、株式は、株価の変

動により損失が生じる恐れがあります。投資に関する最終決定は、投資家ご自身の判断でなさいま

すようお願い致します。本レポートは各種データに基づいて作成していますが、その正確性・完全

性を全面的に保証するものではありませんので、予めご了承下さい。なお、本レポートの著作権は

西村証券に帰属しており、電子的・機械的などの方法を問わず、無断で本レポートを引用または複

製、転送することを禁じます。 

 

この中間期において、主力の国内物流事業の

売上収益は 113 億円（1％増）で、うち倉庫業が

40 億円、運送業が 73 億円（ともに 1％増）に。

倉庫業では、入庫高が 2％減、出庫高が 3％増、

保管残高が 4％増に、運送業では、運送取扱数量

が 7％減になった。営業利益については、人件費

や減価償却費の増加などから 13.1 億円（4％減）

に減少した。 

また、国際貨物事業の売上収益は 27 億円（6％

増）で、うち通関業が 17 億円（9％増）、梱包業

が 10 億円（1％増）に。通関業では、輸出入取

扱数量が 6％増（うち輸入が 5％増、輸出が 16％

増）に。梱包業でも取扱数量が 9％増と好調に推

移した。営業利益は、コンテナ輸送コストなど国

際輸送下払費の増加や、梱包資材原価、外注費の

上昇、人件費の増加などにより、2.6 億円（4％

増）と増益ながら売上収益ほどの伸びにはなら

なかった。 

不動産賃貸事業については京都梅小路地区の

宿泊施設などで安定的な賃貸収入、利益を計上。

賃貸物件の一部で契約終了があったことなどか

ら営業収益 1.8 億円（0.3％減）、営業利益 0.8 億

円（1％減）と、わずかに減収減益となった。 

26 年 3 月期の通期については、営業収益が前

年比 2％増、営業利益が 3％増と増収増益の見通

しで、期初時点での会社側発表値から変更され

ていない。 

なお、今期は第 8 次中期経営計画「NEXT CS-

100」の初年度で、最終年度の 28 年 3 月期には、

営業収益 315 億円（今期予想比 11％増）、営業

利益 25 億円（11％増）を目指している。 

当中間期において主力の国内物流は増収減益に 

今期通期見通しは売上収益、営業利益とも変更無し 
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